様式第１号（第４関係）

年　　月　　日　

岩手県知事　　　　　　　様


所在地
名　称
代表者
E-mailアドレス
※共同申請の場合は代表事業者名


小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金交付申請書
小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金の交付を受けたいので、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて、次のとおり補助金の交付を申請します｡
                                          記

１　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
　（１）補助事業に要する経費（税込）　　　　　　　　　　　　　　　　円
　（２）補助金交付申請額（税抜・税込）　　　　　　　　　　　　　　　円
　　※別紙１「補助事業計画書」のⅢ経費明細表の「補助事業に要する経費」及び「補助金交付申請額」と合致願います。

２　補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分
　（別紙「補助事業計画書」のとおり）

３　補助事業完了予定期日　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日











（Ａ４）


別紙１（単独申請用）
補助事業計画書

Ⅰ　申請事業者の概要
	事業者名
	主たる業種
	常時使用する従業員の数

	
	
	



Ⅱ　補助事業の内容
	１　補助事業で行う事業名



	２　防災・減災への取組内容
※①想定される災害等、②事業活動に与える影響、③取組内容（設置機器等、台数）、④設置場所（リスク低減を図るうえで適切な場所か）等を記載してください。
※機器の納品・設置が、事業実施期間内に確実に完了できるかご確認ください。



	３　補助事業の効果
※防災・減災への取組が、どのように事業継続力の強化や持続的発展につながるのか説明してください。




	４　事業継続力強化計画又は連携事業継続力強化計画
　　□　認定済　　　　　　　□　申請中（認定見込年月：　　年　　月）



· 事業継続力強化計画又は連携事業継続力強化計画を添付願います。
Ⅲ　経費明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	具体的な取組事項・
必要理由
	経費内訳
（単価×数量）
	補助事業に
要する経費
（税込）
	補助対象経費
（税抜・
　税込）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（１）補助対象経費合計　Ａ
	
	

	（２）補助金交付申請額　　Ａ×2/3
（千円未満切り捨て、50万円上限）
	
	


※経費区分には、①設備設置、②クラウド導入のいずれかを記入してください。

別紙１（共同申請用）
補助事業計画書

Ⅰ　申請事業者の概要
	事業者名
	主たる業種
	常時使用する従業員の数

	
	
	

	
	
	


※　３者以上の共同申請であれば、適宜、行数を増やして、記入してください。

Ⅱ　補助事業の内容
	１　補助事業で行う事業名



	２　防災・減災への取組内容
※①想定される災害等、②事業活動に与える影響、③取組内容（設置機器等、台数）、④設置場所（リスク低減を図るうえで適切な場所か）等を記載してください。
※機器の納品・設置が、事業実施期間内に確実に完了できるかご確認ください。

	３　共同事業について
（1） 共同で事業を実施する必要性




　（２）共同事業における参画小規模事業者等の役割・取組（全ての参画事業者について記入し、体制図を記載すること）







	４　補助事業の効果
※防災・減災への取組が、どのように事業継続力の強化や持続的発展につながるのか説明してください。



	５　連携事業継続力強化計画
　　□　認定済　　　　　　　□　申請中（認定見込年月：　　年　　月）



· 連携事業継続力強化計画を添付願います。


Ⅲ　経費明細表
１　個別の経費明細表　※共同申請の場合は全ての事業者の記載が必要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【1 代表事業者名：　　　　　　　　　　　　】　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	具体的な取組事項
・必要理由
	経費内訳
（単価×数量）
	補助事業に
要する経費
（税込）
	補助対象経費
（税抜・
　税込）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	補助対象経費小計額
	
	



【2 参画事業者名（１番目）：　　　　　　　　　　　　】　　　　　（単位：円）
	経費区分
	具体的な取組事項
・必要理由
	経費内訳
（単価×数量）
	補助事業に
要する経費
（税込）
	補助対象経費
（税抜・
　税込）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	補助対象経費小計額
	
	


· 　３者以上の共同申請であれば、適宜、参画事業者の経費明細表を追加し、記入してください。


２　経費明細総括表　※共同申請の場合は全ての事業者の記載が必要です。
（単位：円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
事業者名
	補助対象経費合計額　Ａ
	補助金交付申請額
Ａ×2/3（千円未満切り捨て、１者あたり50万円上限）

	1 代表事業者名
	
	

	2 参画事業者名（１番目）
	
	

	合　計
	
	


※１　３者以上の共同申請であれば、適宜、行数を増やして、記入してください。
※２　各事業者の経費明細表の補助対象経費合計と一致するように記載してください。
※３　補助金交付申請額の合計額は、250万円が上限です。


様式第２号（第７関係）

補助金調書

　　年度


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者名：　　　　　　　　　　
　 　　　（単位：円）
	県
	補助事業者
	備考

	歳出予算
事　　業
	交付決定の額
	補助金額
	予算総額
（支出済額）
	うち補助金
相当額
	

	小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金
	
	
	
	
	





様式第３号（第８関係）

年　　月　　日　

岩手県知事　　　　　　　様


所在地
名　称
代表者
※共同申請の場合は代表事業者名


小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金に係る補助事業の
内容変更（経費配分変更）承認申請書
年　　月　　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金交付決定の通知があった小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金について、次のとおり補助事業の内容を変更（経費配分を変更）したいので、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて、次のとおり申請します｡
                                          記
１　変更の内容

２　変更を必要とする理由

３　変更が補助事業に及ぼす影響

４　変更後の補助事業に要する経費の配分
　（別紙「補助事業計画書」のとおり）








（Ａ４）

注）　「４　変更後の補助事業に要する経費の配分」は、変更前と変更後を容易に比較対照できるように、変更前を括弧書きで上段に記載すること｡


様式第４号（第11関係）

                                                                年    月    日

  岩手県知事　　　　　　　　様

所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　
※共同申請の場合は代表事業者名


小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金事故報告書
　小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金交付要綱第11の規定に基づき、補助事業の事故について下記のとおり報告します。

                                          記

１　事故の原因及び内容

２　事故に係る金額                                  　円

３　事故に対して採った措置

４　補助事業の遂行及び完了の予定



様式第５号（第12関係）
　
年　　月　　日　

岩手県知事　　　　　　　様
 

所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　
※共同申請の場合は代表事業者名


小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金に係る補助事業の
中止（廃止）承認申請書
年　　月　　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金交付決定の通知があった小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金について、次のとおり補助事業を中止（廃止）したいので、岩手県補助金交付規則により、次のとおり申請します｡
                                          記
１　中止（廃止）する理由

２　中止（廃止）予定期日　　　　　　　　　　　　　　年　月　日

３　中止（廃止）後に講じる措置
















（Ａ４）


様式第６号（第13関係）
　
年　　月　　日　

岩手県知事　　　　　　　様
 

所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　
※共同申請の場合は代表事業者名


小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金に係る補助事業実績報告書
年　　月　　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金交付決定の通知があった小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金について、補助事業が完了したので、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて、次のとおり報告します｡
記
１　補助事業の内容
別添のとおり

２　補助事業に要した経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助に要する経費（税込）
	補助対象経費A
（税抜・税込）
	補助金所要額A×2/3
（千円未満切り捨て、50万円上限）
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


※共同申請の場合は、参画事業者ごとに作成してください。





（Ａ４）


様式第７号（第15関係　※単独申請用）　
　
年　　月　　日　

岩手県知事　　　　　　　様
 

所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　


小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金請求書
年　　月　　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金交付決定の通知があった小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金について、次のとおり請求します｡
                                          記

１　補助事業に要した経費及び補助金請求額
　　　補助金請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助事業の内容及び補助事業に要した経費の配分
　（別添「小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金に係る補助事業実績報告書」のとおり）

３　補助事業完了期日　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日













（Ａ４）

様式第７号（第15関係　※共同申請用）　
　
年　　月　　日　

岩手県知事　　　　　　　様
 

【代表事業者】
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　


小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金請求書
年　　月　　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金交付決定の通知があった小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金について、次のとおり請求します｡
                                          記

１　補助事業に要した経費及び補助金請求額
　　　補助金請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
うち（補助事業者名）＜代表事業者＞の請求金額　　　　　円
　（補助事業者名）＜参画事業者＞の請求金額　　　　　円

２　補助事業の内容及び補助事業に要した経費の配分
　（別添「小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金に係る補助事業実績報告書」のとおり）

３　補助事業完了期日　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日












（Ａ４）

様式第８号（第16関係）

                                                                年    月    日

  岩手県知事　　　　　　　　様

所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　
※共同申請の場合は代表事業者名


　　年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書
　小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金交付要綱第16第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

                                              記

１　補助金額（交付要綱第14第１項による額の確定額）    　　           　　 円

２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に
　係る仕入控除税額      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    円

３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に
　係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額   　             　　　　    円

４　補助金返還相当額（３－２）     　　                                   円

  （注）別紙として積算の内訳を添付すること。


様式第９号（第18関係）

取得財産等管理台帳

	 区分
	 財産名
	 規格
	 数量
	 単価
	 金額
	 取得年月日
	処分制限期間
	 保管場所
	 補助率
	 備考

	
	
	
	
	   円
	   円
	
	
	
	
	



（注）１　対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）第13条第１号から第３号に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が本交付要綱第19第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
２　財産名の区分は、（ア）車両及び運搬具、工具、器具及び備品、機械及び装置、（イ）その他の物件とする。
３　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４　取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５　処分制限期間は、本交付要綱第19第２項に定める期間を記載すること。

様式第10号（第18関係）

取得財産等管理明細表（令和  年度）

	 区分
	 財産名
	 規格
	 数量
	 単価
	 金額
	 取得年月日
	処分制限期間
	 保管場所
	 補助率
	 備考

	
	
	
	
	   円
	   円
	
	
	
	
	



（注）１　対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）第13条第１号から第３号に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が本交付要綱第19第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
２　財産名の区分は、（ア）車両及び運搬具、工具、器具及び備品、機械及び装置、（イ）その他の物件とする。
３　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４　取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５　処分制限期間は、本交付要綱第19第２項に定める期間を記載すること。

様式第11号（第19関係）
　
年　　月　　日　

岩手県知事　　　　　　　　　様

所在地
名　称
代表者　　


[bookmark: _GoBack]小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金に係る財産処分承認申請書
年　　月　　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金交付決定の通知があった小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金について、小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助金交付要綱第19の規定に基づき、下記により申請します｡
記
１　事業名
２　企業名　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　名　称
３　処分しようとする財産及びその理由
	財産の名称
	仕　　　様
	処分の方法
	処分の時期
	処分の理由

	

	
	
	
	


４　処分する相手方
住　　所
氏　　名
使用目的等
（Ａ４）　



